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定款の一部変更に関するお知らせ 
 
 当社は、本日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を平成 27 年６月 25 日に開催予定の 
第 92 回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 
１．定款変更の理由 

(1) 「会社法」（平成 26 年法律第 90 号）が平成 27 年 5 月 1 日に施行されたことに伴い、会社

法第 427 条第１項の規定に従い、取締役（会社法第 2 条 15 号イの業務執行取締役等であ

るものを除く）が期待される役割を十分に発揮することができるよう、第 27 条（取締役の

責任免除）を新設するものです。 
また、本変更に関しましては、各監査役の同意を得ております。 

(2) 迅速な業務執行と責任の明確化を目的として執行役員制度を導入済みでありますが、当該

執行役員制度が十分に機能していると判断されることから、現行定款第 24 条（代表取締役

および役付取締役）において執行役員の役割・選任方法等を記載するとともに、執行役員

制度導入後は役付取締役を選任していないことから現行の役付取締役に関する規定を削除

するものです。 
(3) 経営体制の機動的な構築を可能とするため、取締役だけでなく、執行役員からも社長を選

出できるよう現行定款第 24 条を変更するとともに、現行定款第 14 条および第 25 条の取

締役社長にかかる規定を修正するものです。 
(4) 取締役会の適切かつ機動的な運営を図るため、会社法第 370 条の規定に基づき取締役会を

開催せずに取締役会の決議があったものとみなす取締役会の書面等決議制度を導入するこ

ととし、第 26 条（取締役会の決議の方法）に第 2 項を新設するものです。 
(5) 上記変更に伴い、条数の繰り下げ等を行うものです。 

 

 

 

 

 

 

 



 

２．定款変更の内容 
  変更の内容は次のとおりであります。 

（下線部は変更部分を示します） 
現  行  定  款 変  更  案 

第３章 株主総会 
 
（招集権者および議長） 
第 14 条  1.株主総会は、法令に別段の定めがあ

る場合を除き、取締役会の決議によ

って、取締役社長が招集する。取締

役社長に事故があるときは、あらか

じめ取締役会において定めた順序

により、他の取締役が招集する。 
2.株主総会においては、取締役社長

が議長となる。取締役社長に事故が

あるときは、あらかじめ取締役会に

おいて定めた順序により、他の取締

役が議長となる。 
 
第４章 取締役および取締役会 
 
（代表取締役および役付取締役） 
第 24 条  1.当会社は、取締役会の決議によっ

て、代表取締役を選定する。 
2.代表取締役は会社を代表し、会社の

業務を執行する。 
3.取締役会は、その決議によって、

取締役社長１名を選定し、取締役会

長１名および取締役副社長、専務取

締役、常務取締役各若干名を選定す

ることができる。 
 
（取締役会の招集権者および議長） 
第 25 条 1. 取締役会は、法令に別段の定めがあ

る場合を除き、取締役社長が招集し、

議長となる。 
2.取締役社長に事故があるときは、あ

らかじめ取締役会において定めた順

序により、他の取締役が招集し、議長

となる。 
3.取締役会の招集通知は、各取締役お

よび監査役に対し会日の 5 日前に発す

るものとする。ただし、緊急のときは、

これを短縮することができる。 
     
（取締役会の決議の方法） 
第 26 条 取締役会の決議は、取締役の過半数

が出席し、出席した取締役の過半数を

もって行う。 
 

第３章 株主総会 
 
（招集権者および議長） 
第 14 条  1.株主総会は、法令に別段の定めがある

場合を除き、取締役会の決議によって、

あらかじめ取締役会において定めた順

序により、取締役が招集する。 
2.株主総会においては、社長が議長とな

る。社長に事故があるときは、あらか

じめ取締役会において定めた順序によ

り、他の取締役が議長となる。 
 
 
 
 
第４章 取締役および取締役会 
 
（代表取締役および執行役員等） 
第 24 条  1.取締役会は、その決議によって、代表

取締役を選定する。 
2.取締役会は、その決議によって取締役

又は執行役員の内１名を社長とする。 
3. 取締役会は、その決議によって、執行

役員を定め、業務を分担して執行させ

ることができる。 
4. 取締役会は、その決議によって、役付

執行役員を選定することができる。 
 

(取締役会の招集権者および議長） 
第 25 条 1. 取締役会は、法令に別段の定めがあ

る場合を除き、あらかじめ取締役会に

おいて定めた順序により、取締役が招

集し、議長となる。 
2.取締役会の招集通知は、各取締役お

よび監査役に対し会日の 5 日前に発す

るものとする。ただし、緊急のときは、

これを短縮することができる。 
 
 
 
 

（取締役会の決議の方法） 
第 26 条 1.取締役会の決議は、議決に加わること

のできる取締役の過半数が出席し、出席

した取締役の過半数をもって行う。 
2.前項の規定にかかわらず、取締役が取締



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第５章以降 
 
第27条～第44条  （省略） 
 

役会の決議の目的である事項について提

案をした場合において、当該提案につき

取締役(当該事項について議決に加わるこ

とのできるものに限る。)の全員が書面又

は電磁的記録により同意の意思表示をし

たときは、当該提案を可決する旨の取締

役会の決議があったものとみなす。ただ

し、監査役が当該提案について異議を述

べたときはこの限りではない。 
 
（取締役の責任免除） 
第27条 取締役（会社法第 2 条 15 号イの業務執行

取締役等であるものを除く。）との間で

会社法第 423条第 1項の賠償責任につい

て、法令に定める要件に該当する場合に

は、賠償責任を限定する契約を締結する

ことができる。ただし、当該契約に基づ

く賠償責任の限度額は、金 500 万円以上

であらかじめ定めた額と法令の定める

最低責任限度額とのいずれか高い額と

する。 
   

第５章以降 
 
第28条～第45条  （現行のとおり） 
 

 
 

以 上 
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